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平成24年度　第３回大阪府河川整備委員会　議事概要

日　時
：平成24年8月31日（金）18:00～20:30
場　所
：大阪府公館
出席者　：堀委員長、石田委員、下村委員、曽和委員、田中丸委員、中谷委員、福田委員、道奥委員　計８名
（欠席：多々納委員、中嶋委員）
結　論


概　要　：〔以下、○委員　●事務局〕
(1) 二級河川石津川水系の治水手法案について
○「河道掘削案」と「河道掘削＋雨水貯留施設」では、河道掘削深さが20cm（90cm-70cm）相違しているが、これが要因で河道掘削の費用差が0.3億円（10.8億円－10.5億円）となるのか。掘削区間等は費用差に影響していないのか。
●両案とも掘削区間は同じで、老朽化した矢板の打設にともに約8億円を計上しており、これに加えて河道掘削費用にそれぞれ2.8億円と2.5億円を計上したことによる差異が、費用差の生じた要因である。
○13頁にあるため池容量は、洪水調節容量のみを計上しているのか。また、洪水調節が可能なため池とするために、どのような改良をイメージしているのか。
●ため池の余裕高を60cmまで縮小させ、現況余水吐敷高との間で確保できた容量のみをため池の洪水調節容量とし、改良イメージは余水吐の構造変更等を想定し、その費用を計上している。
○18頁の今後検討する治水手法の概要で、土地利用規制として市街化の規制に関する法整備と示されているが、具体的にはどのような内容か。
●現状、市街化調整区域である地域において、将来的に開発等がされないように条例レベルで土地利用を規制する等を考えている。

　　○ため池に関しては、ものによっては氾濫の原因にもなりうるものも考えられると思うが、今回は、多くのため池で洪水を貯留できるような余裕容量があるという理解でよいか。
　　●余裕容量が多く確保できるもの、少ししか確保できないものといったレベル差はあるが、ここでは余裕容量があるため池を抽出している。ため池に新たに治水機能を付加させる場合には、一定量を超過すると流出させるよう余水吐の構造変更や既存堤防の補強によって決壊しないような構造にするとともに、ため池管理者との合意形成が必要となる。
　　○農業や公園整備等といった目的から、ため池整備に係る補助制度があれば、これらと併せて、治水機能を付加したため池整備も有効と考えられる。兵庫県においては、ため池の整備・改修にあたり、レクレーション機能向上と併せて実施している。
　　●堺市等の行政管理のため池に関しては、公費を財源とした整備となるが、治水機能向上分に係る費用については、原則、河川管理者による費用負担と考えている。また、レクレーション機能等と併せ持ったため池整備については、今後、検討してまいりたい。

　　○河川改修に関しては、これまで委員会でも環境保全も十分に視野に入れた整備を審議しているが、ため池整備に関しても、同様に環境保全の視点も考慮願いたい。
　　○治水手法の選定に関する審議に当たり、費用面もさることながら、環境への影響についても十分に踏まえた議論が必要では。安威川ダム等の審議では、ダム建設による環境影響も議論し、治水手法の判断の大きな要素であった。
　　●今回も環境への影響は考慮しているが、河道掘削案と他の治水手法案で、大差があるといったところまでは認められなかった。
　　○ため池整備は、現実的には個々のため池管理者との調整等も必要となり、多大な時間とエネルギーが必要になると考えられるが、地元市町村との連携を強化し、将来にわたってため池を保全していくことが大切。
　　○ため池は、既に治水効果を発揮しているものであり、農林部局によるため池の改修や耐震補強と併せて、治水のための能力付加を働きかけるなど、連携してため池整備・保全に努めてもらいたい。

　　●ため池整備・保全に関しては整備計画への記載を考えており、次回以降、整備計画の審議の際に、記載内容等について、ご審議願いたい。

○治水手法について、石津川は河道掘削、和田川は堤防嵩上げとすることで了承。ただし、河川整備計画には、治水効果発揮に寄与するため池活用についても、記載すること。
(2) 大和川水系西除川ブロック（東除川等）の当面の治水目標の設定（流域の概要）について
【東除川等の流域の概要】

○昭和57年の豪雨被害は、大和川からの背水が要因と思われるが、現在、当時と同レベルの豪雨があった場合、被害は軽減されるのか。
●当時の災害後、東除川放水路等が完成し、現時点で当時のような豪雨があっても、浸水被害はないものと考えられる。
○河川整備計画の作成にあたっては、治水面からの安全性もさることながら、環境保全の視点も十分に考慮願いたい。また、河川改修等を契機に、地元住民による市民活動の活性化にもつなげてもらいたい。
○洪水時、東除川に対しては狭山池ダムからの放流は考慮されているのか。
●基本的には考慮されていないが、現在、西除川が工事中であるため、暫定的に東除川に対しても一定流量が流れるようにしている。

○東除川の環境基準類型はC類型とあるが、合流点部の大和川本川の環境基準類型はどうなっているのか。

●C類型である。

○東除川等について、次回以降の治水専門部会で、当面の治水目標の設定を審議する。
【前回の治水専門部会における課題】

○以前審議した、大川においても類似のケースがなかったか。
●大川の場合は、家屋被害の多い下流部は河川改修、田畑のみ被害の出る中流部は第二阪和国道工事に伴う河川付替え、若干の家屋に被害の出る上流部は宅地嵩上げ含め実現可能な案を検討するといったものであった。

○委員会での審議が全てではなく、地元住民との対話も重要である点には留意願いたい。
○前回治水専門部会にて確認された、西除川流域の審議の課題に関しては、法的整理にも関連する内容であることから、治水専門部会に曽和委員も参加のもと審議し、その上で、委員会の審議に諮ることとする。曽和委員を治水専門部会員に指名する。
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